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研究成果の概要（和文）：聞き取り調査により明らかにできる昭和３０年代の魚類相の把握と、分布推定モデル
の作成を行った。対象は、宇都宮市とし、聞き取り調査を多面的機能支払活動に取り組む28組織に行った。環境
情報は、1952年に作図された旧版地形図(1/50000)の宇都宮、壬生、及び矢板の3つの地図から河川の有無、水田
の面積、標高を用いた。聞き取り結果と環境情報を基に、多項ロジスティック回帰分析を実施し、２０魚種の分
布推定を行ったところ、７魚種でR2値が0.45以上、P値が0.01以下、各正解率が60％以上という良好な結果を得
たため、この７種についての分布推定図を作成した。

研究成果の概要（英文）：We grasped the fish fauna of the 1960s that can be clarified by interview 
survey, and made the distribution estimation model. The target was Utsunomiya City, and interviews 
were conducted to 28 organizations working on multi-functional payment activities. The environmental
 information used the presence of rivers, the area of paddy fields, and elevation from three maps of
 Utsunomiya, Mibu, and Yaita in the previous edition topographical map (1/50000) drawn in 1952. We 
performed multinomial logistic regression analysis based on the interview results and environmental 
information, and estimated the distribution of 20 fish species. The R2 value is 7 or more, the P 
value is 0.01 or less, and the correctness rate is 60% for 7 fish species. Since good results such 
as the above were obtained, distribution estimation diagrams for these seven types were created.

研究分野：農村生態工学

キーワード： 和紙公図　産物書上帳　魚類相
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究により、過去の魚類相を明らかにするとともに、当時の分布推定図を作成した。この研究により、過去の
魚類相を推定する手法を確立するとともに、当時の魚類相の基礎情報の蓄積がなされるという学術的な意義が達
成された。こうした手法や基礎情報は、生態系を保全するうえで重要となる「過去の良好であった生態系」とい
う目標設定を行う上で重要となり、本研究の社会的意義と言える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
栃木県内には、江戸期に記された産物書上帳が複数残されており、これを基に当時（1730年代）
の魚類相を明らかにすることができる。一方、江戸期には測量地図がほぼなく、明治期になり
迅速測図ができるまで土地利用を明らかにできる図面はほぼない。そこで、本研究では和紙公
図（地租改正地引絵図）に着目し研究を進めた。しかし、和紙公図については、閲覧が困難な
地域があり、特に産物書上帳の残された地域での閲覧が困難であったことから、時代的にはよ
り新しい情報となるが、聞き取り調査により明らかにできる昭和３０年代の魚類相の把握と、
分布推定モデルの作成を行った。 
 
２．研究の目的 
聞き取り調査により明らかにできる昭和３０年代の魚類相の把握と分布予測モデルの作成 
 
３．研究の方法 
聞取り調査：対象は、宇都宮市の多面的機能支払活動に取り組む 28 組織とした。栃木県では
平成 19 年度より農地・水・環境保全向上対策（現在は多面的機能支払）で生きもの調査等の
活動を広く行っており、集落内の水域における現在の魚類相を把握していることから選定した。
また各組織の代表者に魚類に詳しい方 5名程度に集まっていただくようにお願いした。集合調
査法(自記式)で行なう。調査票については、個人属性調査票と個別調査票を作成し用いる。個
人属性調査票には、氏名、年齢、魚とりを開始した年代を記入する欄を設けた。調査の手順と
しては、初めに、プレ調査同様、空中写真を用い、当時の集落内の水路網を特定し、当時集落
内にいた魚の名前を全て聞く。次に、特定した水路のうち、特に魚とりをした水路を個別調査
票の出現地点の欄に記入する。次に写真図鑑を見せ、捕まえたことがある、見たことがある魚
のみ記入し、生息していた地点別に増減(現在と比較した倍率)を記入する。最後に個人属性調
査票を記入する。 
GIS による情報の集計：魚類相情報と地理情報について、それぞれ集計を行なう。聞き取り調
査を行なった組織の面積は組織ごとに違うため、3次メッシュを GISで作成し、情報を統合す
る。聞き取りを行なった組織がメッシュ内に存在するところはすべて魚類相情報を入力する。
複数組織が同一メッシュ内に存在するときは、何れかの組織で”在”の情報があればそのメッ
シュは”在”として扱うこととする。地理情報については、標高値は国土地理院 10mメッシュ
のデータを 3次メッシュ毎に平均値を計算し集計、田んぼの面積を 3次メッシュ毎に集計する。
河川については、鬼怒川、西鬼怒川、山田川、田川、姿川に分類し、それぞれの河川が 3次メ
ッシュ内にあるかないかを集計する。それぞれの情報は EXCELファイルに出力し、情報を統
合する。今回、地理情報として用いた地図は、1952 年に作図された旧版地形図(1/50000)の宇
都宮、壬生、及び矢板の 3つの地図を用いた。地図はスキャナー(brother社MFC-J6570CDW)
を用い TIFFファイル化(600dpi)した上で幾何補正を行なった。 
分布推定：SPSS(IBM 社)の多項ロジスティック回帰分析を用いて、魚類相情報と地理情報の
関係を分析する。従属変数に魚種、説明変数に標高、田んぼの面積とそれぞれの河川の有無を
入力する。説明変数の選択手法はステップワイズ法を用いる。魚類相情報のないメッシュに
関して、SPSSで分析し出力したパラメータ推定値と説明変数にあたる地理情報を用いて、
従属変数にあたる魚種の存否を逆算する。予測式については Fig.16に示す。定数 a につい
ては SPSS から出力されたパラメータ推定値の切片、b については説明変数のパラメータ
推定値、xについてはそれぞれの説明変数の値を入力する。EXCELを用いて、メッシュ毎
に分布推定を行なう。 
 
４．研究成果 
 
聞取り調査により、28集落での過去の魚類相を明らかにす
ることが出来た（図１・表１）。さらに、20 の魚種で多項ロ
ジスティック回帰分析を行うことが出来た（表２）。 
SPSS による、多項ロジスティック回帰分析を行なうことが
できた魚種 20 種について、確認地点数(全 152 メッシュ)、
R2 値、P 値、正解率、分布推定で用いるパラメータ推定値
を Tab.7 にまとめた。この中で、R2 値が 0.45 以上、P値が
0.01 以下、各正解率が 60％以上の 7種について分布推定を
行なった。一部の魚種について図２に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 聞取り実施地区 



表１ 聞き取り調査結果（集落別） 
 

 
 

表２ 多項ロジスティック回帰分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 分布推定図（左ヤマメ、右タモロコ） 
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